
別添１（２） 

事前審査型一般競争入札公告共通事項書 

 

第１  本書で定める事項は、荒尾市が実施する事前審査型条件付一般競争入札について適用する。 

 

第２  書面による入札参加  

 電子入札システムを利用して行う入札に、書面による入札により参加しようとする者（電子入札

システムの利用者登録を行った者に限る。）は、荒尾市電子入札（建設工事・建設コンサルタント

業務）運用基準の規定により、あらかじめ、市に紙入札移行承認願を提出し、承認を受けなければ

ならない。  

 

第３  競争入札に参加する者に必要な資格（以下「競争参加資格」という。）  

１  入札に参加する者は、入札参加届出書の提出期限の日から落札決定の日までの間において、次

に掲げる条件をすべて満たさなければならない。  

  なお、予定価格が１億５千万円以上の工事については、第 18 の２に掲げる事項に留意するこ

と。  

(1)地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこと。  

(2)荒尾市競争入札等参加資格審査事務処理要綱（平成 24 年告示第 60 号）及び荒尾市競争契約

入札心得（平成７年告示第 34 号）第２条の２の規定に基づき入札参加資格審査申請書の提出

がなされ、入札公告に示す建設工事の種類に係る入札参加資格の認定を受けていること。  

(3)入札公告に示す建設工事の種類について、入札公告 に示す経営事項審査の審査基準日の期間

に属する決算日等を審査基準日とする建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）

第 27 条の 23 の規定に基づく経営事項審査が修了し、結果の通知を受けていること。  

(4)荒尾市工事等請負契約及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱（平成 ７年告示第 37 号）に

基づく指名停止期間中又は荒尾市契約等における暴力団等排除に関する措置要綱（平成 24 年

告示第 36 号）に基づく排除措置を受けている期間中でないこと。  

(5)手形交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があ るなど、経営状

況が著しく不健全でないこと。  

(6)会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民

事再生法（平成 11 年法律 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始の申立てを行った者に

あっては、当該手続開始決定後、 (2)に掲げる入札参加資格に係る審査に基づく認定を受けて

いること。  

(7)入札公告に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者 と資本若しくは人事面にお

いて関連がある建設業者でないこと。なお、「当該受託者と資本若しくは人事面において関連

ある建設業者」とは、次のア又はイに該当する者である。  

ア  当該受託者の発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、又はその出資の総額の

100 分の 50 を超える出資をしている建設業者  

 イ  建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている場合に

おける当該建設業者  

(8) 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと（基準に

該当する者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合及び同一の共同企業体

に属する場合を除く。）。  



  ア   資本関係  

以下のいずれかに該当する二者の関係にある場合。ただし、会社法（平成 17 年法律第 86

号）第２条第３号に規定する子会社（以下「子会社」という。）又は子会社の一方が会社更生

法第２条第７項に規定する更正会社（以下「更正会社」という。）又は民事再生法第２条第４

号に規定する更生手続が存続中の会社（以下「更正手続が存続中の会社」という。）である場

合を除く。  

   （ア）会社法第２条第４号に規定する親会社（以下「親会社」という。）と子会社の関係にあ

る場合  

   （イ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合  

  イ   人的関係  

以下のいずれかに該当する二者の関係にある場合。ただし、（ア）については、会社の一方

が更正会社又は再生手続が存続中の会社である場合を除く。  

   （ア）一方の会社の役員が、他方の会社役員を現に兼ねている場合  

（イ）一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第 67 条第１項又は民事再生法第 64 条第

２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合  

  ウ   その他入札の適正さが阻害されると認められる場合  

他の会社の役員又は同一の個人が所有  している議決権の数の割合が議決権の総数に対し

て 100 分の 50 以上である会社同士の場合その他上記ア又はイと同視し得る資本関係又は人的

関係があると認められる場合  

(9)入札公告に示す建設工事の種類について、入札公告に示す格付等級の認定を受けているか、

経営事項審査の総合評定値（審査基準日が入札公告に示す経営事項審査の審査基準日の期間に

属するもので最新のもの）が入札公告に示す要件を満たしていること。  

(10)営業所の所在地が入札公告に示す要件を満たしていること。なお、「営業所 」とは、法第３

条第１項に定める営業所（入札公告に示す建設工事の種類に係る建設業の許可を有するものに

限る。）をいう。「主たる営業所」とは、建設業許可申請書別表又は別紙二に示された「主たる

営業所」をいい、建設業を営む営業所を統括し、指揮監督する権限を有する営業所で、通常は

本社、本店を指す。  

(11)入札公告に示す施工実績を有すること。  

 (12)入札公告に示す条件をすべて満たす技術者を当該工事に専任で配置できること。  

２  特定建設工事共同企業体（以下 ｢共同企業体 ｣という。）を対象とした工事である場合は、前項

で定める条件を満たす者を構成員とし、かつ、共同企業体の結成にあたり次に掲げる条件をすべ

て満たすことを要する。  

 (1)当該工事に関し、２以上の共同企業体の構成員でないこと  

 (2)代表者は、構成員のうち最大の施工能力を有し、かつ最大の出資比率の者であること  

 (3)すべての構成員が、均等割の 10 分の６以上の出資比率であること（構成員数が２者の場合は

30％以上、３者の場合は 20％以上）  

 (4)当該工事について共同企業体としての入札参加資格の認定を受けること  

３  入札に参加する者は、競争参加資格確認申請書の提出期限の日から落札決定の日までの間にお

いて、入札公告に示す施工実績、配置予定技術者に関する事項及びその他の条件をすべて満たさ

なければならない。  

なお、配置予定技術者は、施工中の他の工事に従事していないことを原則とするが、他の工事

に従事している場合は、当該工事の現場施工に着手する日の前に他の工事の完成検査が終了して



いるその他の事由により、確実に当該工事に従事できる見込みであればよい。  

また、配置予定技術者については、法第７条第２号（特定建設業許可を有する者にあっては法

第 15 条第２号）の規定により営業所ごとに常勤して専ら職務に従事することとされている技術

者（以下「営業所専任技術者」という。）でない者とすること。ただし、入札公告に示す工事が、

以下の（１）から（３）のすべての要件を満たす場合は、この限りでない。  

（１）請負金額が建設業法施行令第 27 条第１項に掲げる金額未満の場合で竣工時まで契約金

額が当該金額を超える見込みがない場合  

（２）勤務する営業所において請負契約が締結された場合  

（３）現場と営業所が近接し、常時連絡を取りうる体制にある場合  

４   入札後に競争参加資格を満たさなくなったとき（同一の技術者を重複して複数 工事の配置予定

技術者とする場合において、他の工事を落札したことにより配置予定技術者を配置することがで

きなくなったときを含む。）は、直ちにその旨の申し出を行うこと。競争参加資格を満たさなく

なったにもかかわらずその旨の申し出を行わなかった場合においては、指名停止要領に基づく指

名停止を行うことがある。  

 

第４  競争参加資格の確認に必要な提出書類  

１  競争入札に参加しようとする者は、 (9)により入札公告に定める書類があるときは、当該書類

を提出しなければならない。  

(1)競争参加資格確認申請書（別記様式２。以下「申請書」という。）  

(2)建設工事共同企業体協定書の写し（共同企業体を対象とした工事である場合に限る。）  

(3)入札公告に示す営業所の所在地が荒尾市以外の地域を含む場合は、当該営業所の所在地を証

するために必要な次に掲げる書類  

現在有効な建設業許可申請書の別表又は別紙二の写し。ただし、許可を受けた後に、所在

地や営業所の業種に変更があった場合は、当該変更届出書の写し（別表又は第二面を含む。）  

(4)入札公告に示す経営事項審査の審査基準日の期間に属する決算日等を審査基準日とする経営

規模等評価結果通知書兼総合評定値通知書（最新のものに限る。）の写し（共同企業体の場合

はすべての構成員について必要）  

(5)同種工事の施工実績調書（別記様式３。以下「実績調書」という。）及びその記載内容を証す

るために必要な次に掲げる書類  

    財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報システム」（以下「 CORINS」という。）

に登録されている竣工時カルテの写し。ただし、当該工事が CORINS に登録されていない場合

は、 CORINS の竣工時カルテに代えて、契約書の写し（当該工事が、共同企業体によるものの

場合は、建設工事共同企業体協定書の写しを含む。）  

その他、入札公告に掲げる条件を満たす工事であることを確認できる書類（設計図書のう

ち、当該部分が記載されている箇所の写し、建築物にあっては建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号）に基づく検査済証の写し等）  

(6)配置予定技術者の資格及び施工経験調書（別記様式４の１及び別記様式４の２。以下「資格

等調書」という。）及びその記載内容を証するため必要な次に掲げる書類  

   なお、入札公告に示す施工経験が「なし」の場合は、「工事名称等」及び「工事概要」欄は

記載不要とする。  

  ア  CORINS に登録されている竣工時カルテの写し。ただし、当該工事が CORINS に登録されて

いない場合は、CORINS の竣工時カルテに代えて、契約書の写し（当該工事が、共同企業体に



よるものの場合は、建設工事共同企業体協定書の写しを含む。）及び現場代理人・主任（監

理）技術者通知書の控えの写し  

    また、現場代理人又は主任（監理）技術者以外の役職で従事し、CORINS の竣工時カルテで

確認できない場合は、当該工事の施工体系図、組織図等配置予定技術者が当該工事に従事し

たことがわかる書類の写し  

その他、入札公告に掲げる条件を満たす工事であることを確認できる書類（設計図書のう

ち、当該部分が記載されている箇所の写し、建築物にあっては建築基準法に基づく検査済証

の写し等）  

  イ  入札公告に掲げる資格等を有することを証する書類（免許・資格者証、国土交通大臣の認

定書、監理技術者資格者証、監理技術者講習終了証等の写し、若しくは、実務経験証明書又

は指導監督的実務経験証明書等及び卒業証書等の写し（ 10 年未満の経験者の場合））  

  ウ  審査基準日以前３カ月間の雇用関係を監理技術者資格者証の写しにより確認できない場

合は、健康保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格取得時確認通知書の写し  

  エ  荒尾市以外の地域に主たる営業所を有する者は、営業所専任技術者でないことを証するた

めに必要な次に掲げる書類  

現在有効な建設業許可に係る許可申請書に添付されている専任技術者証明書の写し。ただ

し、許可を受けた後に、営業所専任技術者に変更があった場合は、当該専任技術者証明書の

写し又は変更届出書に添付されている専任技術者証明書の写し  

(7)配置予定技術者の申請時における他工事の従事状況等調書（別記様式４の３）及びその記載

内容が確認できる契約書の写し等（配置予定技術者が他の工事に従事していない場合は、提出

不要とする。）  

(8)役員及び株主（出資者）調書（別記様式５。以下「役員等調書」という。）  

(9)上記 (1)から (8)のほか、入札公告において定める書類  

２  提出書類作成に係る留意事項  

 (1)１の (5)及び (6)については、工事が完成し、引渡しが済んでいるものに限り記載すること。

件数は、入札公告に特別な定めがない限り、各１件とする。  

 (2)１の (5)及び (6)については、効力を有する政府調達に関する協定（平成７年 12 月８日条約第

23 号）を適用している国及び地域以外の国又は地域に主たる営業所を有する建設業者にあっ

ては、日本国内における同種工事の施工実績及び配置予定技術者の同種工事の施工経験とする。 

 (3)１の (6)の配置予定技術者として、複数の技術者の資格及び同種工事の施工経験を記載するこ

とができる。  

 (4)同一の技術者を重複して複数工事の配置予定技術者とする場合において、他の工事を落札し

たことにより配置予定技術者を配置することができなくなったときは、入札してはならず、申

請書を提出したものは、直ちに当該申請書の取下げを行うこと。他の工事を落札したことによ

り配置予定技術者を配置することができないにもかかわらず入札をした場合においては、指名

停止要領に基づく指名停止を行うことがある。  

３  申請書等の提出方法  

 (1)申請書等の提出  

   競争入札に参加しようとする者は、申請書等（１の (9)の入札公告において指定する書類）

を入札公告に示す期間中に、入札・契約担当課（室）に直接持参することとする。  

 (2)その他  

  ア  申請書を書面により提出する場合は、押印すること。  



  イ  建設工事共同企業体協定書の写しについては、以下で交付（有料）されているものを使用

すること。  

     郵便番号：８６２－０９７６  

     住所：熊本市九品寺４－６－４  

     名称：熊本県建設共同組合  

     電話：０９６－３６４－６７２６  

  ウ  提出書類を期限までに適切に提出しない者及び競争参加資格がないと認められた者は、当

該競争入札に参加することができず、また落札者として決定されない。  

  エ  提出書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。  

  オ  提出書類は、返却しない。  

  カ  提出期限以降における提出書類の差替え及び再提出は、特別の事情がある場合を除き認め

ない。  

  キ  提出書類に虚偽の記載をした場合においては、指名停止要領に基づく指名停止を行うこと

がある。  

  ク  市は、提出書類を競争参加資格確認以外に提出者に無断で使用しない。  

 

第５  競争参加資格の確認  

競争参加資格の確認は、申請書等の提出期限の日をもって行うものとし、その結果は競争参加

資格確認通知書（別記様式８）により通知する。  

 

第６  競争参加資格がないと認められた者に対する理由の説明  

１  競争参加資格がないと認められた者は、市長に対して競争参加資格がないと認められた理由に

ついて、通知を行った日から入札公告に示した期間内に、入札公告において 示した場所、書面（別

記様式９）により説明を求めることができる。  

２  説明要求に対する回答は、入札公告に示した日までに書面（別記様式 10）により回答する。  

 

第７  設計図書は、入札公告に示す期間中、入札公告に示す方法により閲覧及び配布する。  

 

第８  質問書の提出及び回答  

１  入札公告、共通事項書及び設計図書に対する質問がある場合は、書面（様式は自由）により、

入札公告に示す期間中、入札公告に示す方法により提出すること。  

２  当該質問に対する回答は、入札公告に示す期間中、入札公告に示す方法により閲覧に供する。 

 

第９  低入札価格調査基準価格及び失格基準価格の設定  

  地方自治法施工令第 167 条の 10 第１項の規定に基づき、あらかじめ低入札価格調査の対象と

なる基準価格（以下「低入札価格調査基準価格」という。）及び失格判断の対象となる基準価格（以

下「失格基準価格」という。）を設定する。  

 

第 10 入札保証金及び契約保証金  

１  入札保証金は、免除する。  

２  契約保証金は、請負金額の 10 分の 1 以上を納付するものとする。ただし、契約保証金に代わ

る担保となる有価証券等の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金



の納付に代えることができる。又、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険

契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。  

 

第 11 入札方法等  

１  入札に参加する者は、電子入札システムにより、入札公告に示した入札期間内に入札すること。

書面による入札の場合は、入札書を紙入札承認願（市の承認印のあるもの）の写しとともに、入

札公告に示した開札日時に、入札公告に示した場所へ持参すること。  

２  落札者決定に当たっては、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。  

３  入札執行回数は、１回とする。  

 

第 12 工事費内訳書の提出  

１  入札に際し、入札書に記載される金額と一致した工事費内訳書を添付すること。  

２  電子入札システムによる入札の場合は、入札書とともに工事内訳書を添付する。書面による入

札の場合は、入札公告に示した開札日時に、入札公告に示した場所へ持参すること。  

３  工事費内訳書の確認の結果、談合の疑いがある場合や積算単価等に疑義がある場合は、必要に

応じて、単価明細書の提出、事情聴取等の追加調査を実施する。  

４  工事費内訳書の提示がない場合は、入札を無効とする。また、工事費内訳書等に不備等がある

場合も無効となる場合があるので注意すること。  

 

第 13 開札及び立会人の選定  

１  電子入札システムにより入札する者を除き、入札者又はその代理人は開札に立ち会わなければ

ならない。入札者又はその代理人が開札に立ち会わない場合においては、入札事務に関係のない職

員を立ち会わせて開札を行う。  

２  開札後、電子入札システムにより入札した者に対し、落札保留通知を送付する。また、書面に

より入札した者に対しては、直ちに落札保留の旨を宣言する。  

 

第 14 入札の無効  

荒尾市競争契約入札心得（平成７年告示第 34 号）第８条に該当する入札、申請書等提出書類

に虚偽の記載をした者のした入札その他入札に関する条件に違反した入札は無効とする。なお、

無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消すものとする。なお、競争

参加資格がある旨を確認された者であっても、開札時に指名停止要領に基づく指名停止を受けて

いる者その他第２に掲げる資格のない者は、競争参加資格がない者に該当する。  

 

第 15 落札候補者の決定方法  

１  開札後、荒尾市契約規則第 14 条の規定に基づいて作成された予定価格の範囲内で最低の価格

をもって有効な入札を行った者を落札候補者とする。ただし、第９により低入札価格調査基準価

格を設けている場合に、低入札価格調査基準価格を下回る入札があった場合については、落札候

補者を保留し、荒尾市建設工事低入札調査実施要綱（平成 14 年３月 29 日告示第 40 号）に基づ

く調査を行い、調査終了後、落札者を決定し通知する。ただし、失格基準価格を下回る価格 で入

札を行った者については失格とし、当該入札を行った者については、低入札調査を行わないもの

とする。  



２  最低の価格で有効な入札を行った者が複数いる場合は、電子入札システムによる電子くじによ

り落札者を決定する。なお、落札候補者が落札者として決定されず、次に落札候補者となるべき

者が同額入札により複数いる場合は、落札者として決定されなかった落札候補者を除き、電子入

札システムによる電子くじにより落札候補者を決定する。  

 

第 16 入札結果の公表  

  入札結果は、落札者の決定後遅滞なく公表するものとし、契約を締結した日 の属する年度及び

翌年度まで契約担当課（室）において閲覧に供するとともに、入札情報公開サービスシステムに掲

載する。  

 

第 17 契約書作成の要否及び支払条件  

  契約書を作成するものとし、支払条件は、荒尾市工事請負契約約款（平成 24 年告示第 65 号）

によるものとする。  

 

第 18 予定価格が１億５千万円以上の工事に係る留意事項  

１  予定価格が１億５千万円以上の工事に係る契約締結については、地方自治法（昭和 22 年法律

第 67 号）第 96 条に規定する市議会の議決事項であるため、落札決定後、落札者との間で仮契約

を締結し、市議会の議決後、本契約となる。  

２  落札決定後、本契約となるまでの間において、当該落札者が第２に掲げる事項のいずれかに該

当しなくなった場合には、当該請負契約を締結しないことがあり、これにより本契約に至らなか

った場合においても、議会の議決が得られなかった場合と同じく、仮契約の相手方に対していか

なる責任も負わないものとする。  

 

第 19 その他  

１  契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。  

２  この共通事項書及び入札公告に記載する日時、日数、期間については、荒尾市の休日を定める

条例（平成３年条例第 13 号）第１条に規定する荒尾市の休日を含まず、午前９時から午後５時

までとする（入札情報公開サービスシステム及びホームページを除く。）。  

３  入札参加者は、荒尾市競争契約入札心得及び荒尾市工事請負契約約款を遵守するものとする 。 

 

附  則  

この共通事項書は、平成 21 年４月１日から施行する。  

附  則  

この共通事項書は、平成 25 年８月１日から施行し、施行日以降に公告が行われたものから適用

する。  

  附 則 

  この共通事項書は、令和２年６月１日から施行し、施行日以降に公告が行われたものから適用する。 

   附 則 

  この共通事項書は、令和２年８月 25日から施行し、施行日以降に公告が行われたものから適用する。 



（別記様式１）  

  年   月   日  

 

 

入  札  参  加  届  出  書  

 

 

荒尾市長           様  

 

住    所  

商号又は名称 

代表者氏名             ㊞  

 

 

 下記の工事に係る入札に参加したいので、届け出ます。  

 なお、入札公告に掲げられた条件を満たしていること並びにこの届出書及び添付書類の内容につ

いては事実と相違ないことを誓約します。  

 

 

記  

 

 

１  入札公告日         年   月   日  

 

 

２  工 事 番 号   第    －    －     －      号  

 

  工  事  名                       工事  

 

 

３  工 事 場 所                      地内  



（別記様式２の１）  

  年   月   日  

 

競 争 参 加 資 格 確 認 申 請 書 

 

荒尾市長            様 

住    所 

商号及び名称 

代表者氏名               ㊞ 

 

 下記の工事に係る競争参加資格について確認されたく、所定の書類を添えて申請します。 

 なお、入札公告に掲げられた条件を満たしていること並びにこの申請書及び添付書類の内容について

は事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 入札公告日        年  月  日 

 

２ 工 事 番 号    第   －   －   －    号 

工 事 名                      工事 

 

３ 工 事 場 所   荒尾市    地内 

 

 

問い合わせ先 

部  署：    支店   部   課 

担 当 者： 

電話番号： 



（別記様式２の２：ＪＶ用）  

  年   月   日  

 

競  争  参  加  資  格  確  認  申  請  書  

 

荒尾市長            様  

 

                 （共同企業体の場合  代表者）  

                  住     所  

                  商号及び名称  

                  代 表 者 氏 名              ㊞  

 

 （共同企業体の場合  構成員２）  

住     所  

商号又は名称  

代 表 者 氏 名             ㊞  

                 

 （共同企業体の場合  構成員３）  

住     所  

商号又は名称  

代 表 者 氏 名             ㊞  

 

 

【単体の場合】  

 

 

 

 

 下記の工事に係る競争参加資格について確認されたく、所定の書類を添えて申請します。  

 なお、入札公告に掲げられた条件を満たしていること並びにこの申請書及び添付書類の内容につ

いては事実と相違ないことを誓約します。  

 

記  

 

１  入札公告日            年   月   日  

 

２  工 事 番 号    第    －    －    －     号  

工  事  名                       工事  

 

３  工 事 場 所          地内  

問い合わせ先  

部   署：     支店    部    課  

担 当 者：  

電話番号：

 

住     所  

商号又は名称  

代 表 者 氏 名              ㊞  

 



（別記様式３）  

 

同種工事の施工実績調書  

 

                         会社名：                  

工 

事 

名 

称 

等 

工  事  名   

発注機関名   

工 事 場 所        

契 約 金 額        

工   期            年   月   日～     年   月   日  

受注形態等   単体  ／  ＪＶ  （出資比率：    ）  

工 

事 

概 

要 

工 事 内 容        

CORINS登録    有  ・  無  



（別記様式４の１）  

 

配置予定技術者の資格及び施工経験調書  

 

                      会社名：                

配置予定技術者の氏名   

最終学歴  年卒業  

法令による資格・免許等  

 

工 

事 

名 

称 

等 

工  事  名    

発注機関名    

工事場所    

契約金額    

工   期       年   月   日～     年   月   日  

受注形態等   単体  ／  ＪＶ  （出資比率：     ％）  

従事役職   監理技術者・主任技術者・現場代理人・その他（      ）  

工 

事 

概 

要 

工   種    

工事内容    

CORINS登録   有  ・  無  

 

注：入札公告に示す施工経験が「なし」の場合は、「工事名称等」及び「工事概要」欄は記載不要



（別記様式４の２）  

 

配置予定技術者の資格及び施工経験調書  

 

                      会社名：                

配置予定技術者の氏名   

最終学歴  年卒業  

法令による資格・免許等   

 

注：特定建設工事共同企業体の代表者以外の構成員が配置する技術者について記述すること  

 

 

（別記様式４の３）  

 

配置予定技術者の申請時における他工事の従事状況等調書  

 

                      会社名：                

申
請
時
に
お
け
る
他
工
事
の
従
事
状
況
等 

工  事  名    

発注機関名    

工事場所    

契約金額    

工   期       年   月   日～     年   月   日  

受注形態等   単体  ／  ＪＶ  （出資比率：     ％）  

従事役職   監理技術者・主任技術者・現場代理人・その他（      ）  

当 該 工 事 と 重 複 す る

場合の対応措置  

（例）当該工事の着手日より前の   年   月   日に完成検査が終

了する予定であるため、当該工事に従事可能。  

CORINS登録   有  ・  無  

 



（別記様式５）  

役  員  及  び  株  主  （  出  資  者  ）  調  書  

会社名：                

1 役員一覧  

役職名  氏名  氏名カナ  性別  生年月日  住所  
他の建設会社・コンサルタント会社等  

の役員就任状況  

1               

2               

3               

4               

5               

※役員とは、会社法第 329条第 1項によって定義される者であり、通常は監査役・会計参与・監事等を含む。ただし、監査法人は記載不要とする。 

※「他の建設会社・コンサルタント会社等の役員就任状況」の欄には、ある場合は会社名及び役職、ない場合は「なし」と記載すること。 

 

2 株主（出資者）一覧  

 所有株数 

又は出資の価額 
株主（出資者）名 氏名カナ  性別  生年月日  住所  

他の建設業者・コンサルタント会社等

の役員就任状況又は建設業許可番号  

1               

2               

3               

4               

5               

計    ※左欄には総株数を記載すること  

※株主（出資者）一覧には、総株主の議決権の 100分の 5以上を所有する株主、又は出資の総額の 100分の 5以上に相当する出資をしている者を記載すること。 

※「株主（出資者）名」欄には、個人の場合はその氏名、法人の場合はその商号・名称を記載する。尚、法人の場合は「性別」「生年月日」欄の記入は不要。 

※「所有株数又は出資の価額」の欄には、「株」又は「円」の相応した単位を必ず付すること。 

※役員一覧、株主（出資者）一覧の記入欄が不足する場合は、適宜欄又は頁を追加して記載すること。



（別記様式６）  

 

荒契検第       号  

  年   月   日  

 

 

 

          様  

 

荒尾市長              

 

 

入札参加届出書受付通知書  

 

 

さきに届出のあった、工事に係る競争参加資格について、下記のとおり確認したので通知します。 

 

記  

 

１  公  告  日      年   月   日  

２  工 事 番 号 第    －    －     －      号  

３  工  事  名                           工事  

４  工 事 場 所              地内  

５  工    期      年   月   日まで  

６  競争参加資格の有無     有  ・  無  

７  予定価格  一金          円（消費税及び地方消費税を含む）  

８  入札に当たっての注意事項  

（１）荒尾市競争契約入札心得その他関係規定を承知の上、入札してください。  

（２）落札決定にあたっては、入札書に記載された金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、端数金額を切り捨てた金額）をもって落札

価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税であるか免税業者であるかを問

わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額（消費税抜きの金額）を

入札書に記載してください。  

（３）入札時に必ずこの通知書の写しを提出してください。（提出のない場合、入札に参加できま

せん。）  

（４）その他、注意事項を承知のうえ、入札してください。  



（別記様式７）  

 

荒契検第       号  

  年   月   日  

 

           様  

 

荒尾市長   

 

 

落札者の決定について（通知）  

 

 

  年   月   日に実施した入札について、下記のとおり落札者が決定しましたので通知

します。  

 

 

記  

 

 

１  工事番号    

２  工事名     

３  工事場所    

４  落札者     

         

５  落札金額    



（別記様式８）  

荒契検第     号の２  

年   月   日  

 

 

 

 様  

 

荒尾市長               

 

 

競争参加資格確認通知書  

 

 

さきに申請のあった、            工事に係る競争参加資格について、下記のとお

り確認したので通知します。  

 

記  

 

１  公告日        年    月    日  

２  工事番号   第   －   －    －     号  

３  工事名                       工事  

４  工事場所                地内  

５  競争参加資格の有無   有  ・  無  

６  競争参加資格がないと認めた理由  

   

   

   

   

   

   

 競争参加資格がないと通知された場合は、荒尾市長に対して競争参加資格がないと認めた理由の

説明を求めることができます。  

 この説明を求める場合は、    年   月   日までに荒尾市役所総務部契約検査室へ、その

旨を記載した書面（別記様式９）を提出してください。  



（別記様式９）  

年   月   日  

 

競争参加資格がないと認められた理由の説明請求書  

 

 

荒尾市長             様  

 

 

 

                    住     所  

                    商号又は名称  

                    代 表 者 氏 名             ㊞  

                    （電話番号）  

 

 

 

 

１  競争参加資格がないと認められた対象の工事名  

 

 

 

２  不服のある事項  

 

 

 

３  ２の主張の根拠となる事項  



（別記様式 10）  

年   月   日  

 

 

             様  

 

 

               荒尾市長              

 

 

競争参加資格がないと認めた理由の説明書（回答）  

 

 

 

１  競争参加資格がないと認めた対象の工事名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  申請者の不服内容及びその根拠となる事項を踏まえての見解  

 


